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   議会案第１１号 リアルタイム線量測定システムの継続配置を

求める意見書 

 

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１４条第１項の規定により提出し

ます。 



リアルタイム線量測定システムの継続配置を求める意見書 

 

平成３０年３月２０日、原子力規制委員会は、県内の幼稚園、保育所、

小・中学校等に設置されているリアルタイム線量測定システムについて、

避難指示区域に指定されている一部の自治体を除き順次撤去すると発表

した。 

福島第一原子力発電所の事故から７年６か月が経過したが、廃炉まで

は３０年から４０年ほどかかると言われており、集積所に日々増え続け

る汚染廃棄物の問題、汚染水の流出による海洋汚染の問題、被爆による

健康被害の問題など、さまざまな問題を抱えており、事故の影響は未だ

収束していない状況にあり、リアルタイム線量測定システムの継続を望

む声が多く届いている。 

平成２３年３月１１日に発令された原子力緊急事態宣言は未だ解除さ

れていない状況であり、廃炉作業に係る事故や山林火災等の自然災害に

よる放射性物質の再拡散が懸念される。 

リアルタイム線量測定システムは「見えない・色がない・においがな

い」放射性物質を唯一可視化できるものであり、市民の安全・安心を守

る砦であるとともに、学校における放射線教育の重要な教材であり、原

子力発電所の事故という悲しい出来事を風化させず、次世代へ語り継い

でいくためのシンボル的なものである。 

健康への影響が心配される放射線に関し、国、東京電力、住民等が、

リスクに関する正確な情報を共有し、相互の意思疎通を図る「リスクコ

ミュニケーション」が重要であり、リスク低減に向けたさまざまな対策

を推進することが必要である。 

よって、本市議会は、国及び政府関係機関並びに福島県に対し、下記

事項について強く要望する。 

記 

リアルタイム線量測定システムの一方的な撤去を行わず、福島第一原

子力発電所の廃炉が終了するまで継続して配置すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。     

 

平成３０年９月２１日 

 

         福島県喜多方市議会議長 佐 藤 一 栄  
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